
1

２００７年８月６日

２００８年（平成２０年）３月期
第１四半期

財務・業績概況説明資料

東レ株式会社



2

目 次

Ⅱ．２００８年３月期中間期業績見通し（連結）

・中間期連結業績見通し (P18)

・事業セグメント別中間期業績見通し (P19)

Ⅰ．２００８年３月期第１四半期

財務・業績概要（連結）

・連結業績の概要（収益） (P4)

・営業外収支 (P5)

・特別損益 (P6) 

・連結業績の概要（財政状態） (P7)

・設備投資額・減価償却費 (P8)

・事業セグメント別業績 (P9-15) 

・営業利益増減要因分析 (P16)



3

Ⅰ. ２００８年３月期第１四半期
財務・業績概要（連結）
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連結業績の概要（収益）

億円

売 上 高 3,581 3,858 +277 (+7.7%) 3,858 +277 (+7.7%)

売 上 原 価 2,860 3,081 +220 (+7.7%) 3,067 +207 (+7.2%)

売 上 総 利 益 720 777 +57 (+7.9%) 790 +70 (+9.7%)

（ 売 上 高 総 利 益 率 ） 20.1% 20.1% +0.0 ポイント 20.5% +0.4 ポイント

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費 535 582 +48 (+8.9%) 582 +48 (+8.9%)

（ 売上高販管費比率 ） 14.9% 15.1% +0.2 ポイント 15.1% +0.2 ポイント

営 業 利 益 186 195 +9 (+5.1%) 208 +23 (+12.1%)

（ 売上高営業利益率 ） 5.2% 5.1% -0.1 ポイント 5.4% +0.2 ポイント

営 業 外 収 支 ▲ 0 ▲ 8 -7 ▲ 7 -7

経 常 利 益 185 188 +2 (+1.2%) 201 +16 (+8.5%)

特 別 損 益 10 5 -5 5 -5

税 前 利 益 195 193 -3 (-1.4%) 206 +11 (+5.5%)

純 利 益 117 102 -15 (-12.7%) 110 -7 (-5.8%)

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

増減
増減

ご参考：減価償却制度変更前

０８年３月期
第１四半期 為替レート

＜円／US$＞
（07/3 1Q） → （08/3 1Q）

期中平均 :  １１４．５ → １２０．８
期末 :  １１５．２ → １２３．３

＜円／ユーロ＞

（07/3 1Q） → （08/3 1Q）
期中平均 : １４３．８ → １６２．７
期末 :  １４６．０ → １６５．６

原油価格

＜US$／バレル＞（DUBAI FOB）
（07/3 1Q） → （08/3 1Q）

期中平均 :   ６４．８ → ６４．８

（注）３月期決算会社は４～６月の業績、
１２月期決算会社は１～３月の業績を連結

注）08年3月期中間見通しは、07年5月時点の見通し

中間期営業利益見通しに対する第１四半期進捗率

０７年３月期 ０８年３月期

第 １ 四 半 期 営 業 利 益 186 195

中 間 期 営 業 利 益
０ ７ 年 ３ 月 期 は 実 績
０ ８ 年 ３ 月 期 は 見 通 し

429 440

第 １ 四 半 期 進 捗 率 43.3% 44.4%
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営業外収支

億円

新規設備操業開始に伴う試運転等の費用減少

為替差益の減少等

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

増減 特記事項

営業外収益 52 41 -11

受取利息及び配当金 10 14 +4

持分法による投資利益 18 11 -6

雑収益 24 15 -9

営業外費用 ▲ 52 ▲ 48 +4

支払利息 ▲ 21 ▲ 26 -6

雑損失 ▲ 32 ▲ 22 +10

営業外収支 ▲ 0 ▲ 8 -7

金融収支 ▲ 11 ▲ 12 -1

雑収支 ▲ 7 ▲ 7 +1

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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特別損益

億円

保有意義の低下した株式の売却

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

増減 特記事項

特別利益 18 18 +1
有形固定資産売却益 2 1 -2
投資有価証券売却益 15 18 +2
その他 - 0 +0

特別損失 ▲ 8 ▲ 13 -6
有形固定資産売却廃棄損 ▲ 5 ▲ 8 -3
投資有価証券評価損 ▲ 0 - +0
構造改善費用 ▲ 3 ▲ 5 -3
その他 - ▲ 0 -0

10 5 -5ネット特別損益

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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連結業績の概要（財政状態）

億円

投資有価証券の増加等

設備投資の増加等

０７年３月末 ０７年６月末 増減 特記事項

資産合計 16,744 16,974 +229
流動資産 7,275 7,240 -35
有形固定資産 6,434 6,562 +128
無形固定資産 135 137 +2
投資その他 2,901 3,035 +134

０７年３月末 ０７年６月末 増減 特記事項

10,248 10,404 +157
流動負債 5,410 5,433 +23
固定負債 4,838 4,971 +133

6,497 6,569 +73

5,369 5,791 +422

0.91 0.97 +0.06

*有利子負債残高／自己資本（＝純資産－少数株主持分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｄ／Ｅレシオ*

純資産合計

負債合計

有利子負債残高
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設備投資額・減価償却費

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

増減 特記事項

194 280 +86 東レ：１００、国内：２１、海外：１５９

158 205 +47 東レ：９４、国内：２５、海外：８６

68 53 -15

104 128

設備投資額

減価償却費 　　　　－）

振替・除却等

有形固定資産増減

主な設備投資 ：
＜国内＞ 東レ ： 炭素繊維設備 ２００８年１月稼働予定

＜海外＞ ＴＳＩ ： 光学用フィルム設備（韓国） ２００７年４月稼働
ＳＯＦＩＣＡＲ： 炭素繊維設備（フランス） ２００７年８月稼働
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事業セグメント別業績（売上高／営業利益）

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

繊維 1,460 1,540 +80 (+5.5%) 38 39 +2 (+4.4%) 38 44 +7 (+17.9%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 908 981 +73 (+8.0%) 36 42 +6 (+16.0%) 36 45 +9 (+25.5%)

情報通信材料・機器 646 664 +18 (+2.8%) 68 61 -6 (-9.2%) 68 64 -4 (-5.2%)

炭素繊維複合材料 146 193 +47 (+32.4%) 44 38 -6 (-14.6%) 44 39 -5 (-12.4%)

環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 273 329 +57 (+20.7%) ▲ 6 11 +17 ( - ) ▲ 6 11 +17 ( - )

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他 149 152 +3 (+1.8%) 6 9 +3 (+55.5%) 6 9 +4 (+69.2%)

(内医薬・医療材) 92 103 +11 (+11.6%) ▲ 0 1 +2 ( - ) ▲ 0 2 +2 ( - )

計 3,581 3,858 +277 (+7.7%) 185 200 +15 (+8.0%) 185 213 +28 (+15.1%)

消去又は全社 1 ▲ 4 -5 1 ▲ 4 -5

連結 3,581 3,858 +277 (+7.7%) 186 195 +9 (+5.1%) 186 208 +23 (+12.1%)

増減

ご参考：減価償却制度変更前

営業利益

増減 増減

営業利益売上高
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事業セグメント別業績（繊維）

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

東レ 312 302 -9 (-3.0%) 18 13 -5 (-27.6%)

国内 707 734 +27 (+3.8%) 20 22 +1 (+7.1%)

海外 441 503 +63 (+14.3%) 3 8 +5 (+144.8%)

修正 ▲ 4 ▲ 3 +0

計 1,460 1,540 +80 (+5.5%) 38 39 +2 (+4.4%)

増減 増減

売上高 営業利益

特記事項

産業用途の一部商権を子会社に移管したこと、
およびプラント技術輸出の減少等により、減収。
利益面では、減価償却制度変更の影響による
固定費増等により、減益。

商事子会社のテキスタイル輸出が好調に推移
し、増収増益。

中国、韓国、イタリアの各子会社は堅調に推移
し、増収増益。東南アジアでは、インドネシア子
会社の燃料転換が順調に立ち上がったものの、
現地通貨高の影響により、東南アジア全体では
減益、海外全体では増収増益。

＜主要関係会社＞
国 内： 東レｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、一村産業、蝶理 他
アジア： ＰＥＮＦＡＢＲＩＣ（ﾏﾚｰｼｱ）、ＬＵＣＫＹＴＥＸ（ﾀｲ）、ＩＴＳ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）、ＴＦＮＬ（中国） 他
欧 米： ＡＬＣＡＮＴＡＲＡ（ｲﾀﾘｱ） 他
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事業セグメント別業績（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ）

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

東レ 209 228 +19 (+8.9%) 5 8 +3 (+71.4%)

国内 354 338 -15 (-4.3%) 21 24 +2 (+11.4%)

海外 346 416 +70 (+20.2%) 8 10 +2 (+20.7%)

修正 2 1 -2

計 908 981 +73 (+8.0%) 36 42 +6 (+16.0%)

増減 増減

売上高 営業利益

特記事項

ケミカル子会社、フィルム加工子会社等が減収
となるも、利益面では、全般に堅調に推移し、
国内全体では、減収ながら増益。

韓国フィルム子会社の値上げの進展に加え、
米国フィルム子会社の高付加価値品拡販も
あり、海外全体で増収増益。

樹脂事業が、自動車用途・家電用途を中心に堅
調に推移し、フィルム事業は、ハイブリッドカー向
けコンデンサー用途をはじめとした工業材料用
途が好調に推移。ケミカル事業もファインケミカ
ルが好調に推移し、全体として増収増益。

＜主要関係会社＞
国 内： 東レﾌｨﾙﾑ加工、東レ・ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ、曽田香料、蝶理 他
海 外： ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＰＭ（ﾏﾚｰｼｱ）、ＴＰＥｕ（ﾌﾗﾝｽ）、ＴＳＩ（韓国） 他
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事業セグメント別業績（情報通信材料・機器）

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

東レ 246 288 +43 (+17.3%) 27 37 +10 (+38.0%)  

国内 241 191 -51 (-21.0%) 30 20 -10 (-33.0%)

海外 159 185 +26 (+16.3%) 10 3 -7 (-68.7%)

修正 1 1 +1

計 646 664 +18 (+2.8%) 68 61 -6 (-9.2%)

売上高 営業利益

増減 増減
特記事項

ＦＰＤ関連フィルム、電子部品関連フィルムや
半導体コーティング材料が堅調に推移し、回
路材料や液晶カラーフィルターが不振であっ
たものの、増収増益。

前年同期に好調であったＩＴ関連機器子会社
の液晶カラーフィルター製造装置が低調に推
移し、減収減益。

韓国子会社のフィルム事業が、昨年増設を実施
したフィルム加工品の拡販を進め増収増益。韓
国の回路材料事業等が、１～３月にＦＰＤメーカ
ーの生産調整の影響を受けたこと等により、海
外全体では増収減益。

＜主要関係会社＞
国 内： 東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、東レﾌｨﾙﾑ加工 他
海 外： ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＰＥｕ（ﾌﾗﾝｽ）、ＴＳＩ（韓国）、ＳＴＥＭＣＯ（韓国） 他
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事業セグメント別業績（炭素繊維複合材料）

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

東レ 118 161 +42 (+35.8%) 25 19 -6 (-24.5%)

国内 84 111 +27 (+31.9%) 1 1 +1 (+96.7%)

海外 119 152 +33 (+27.6%) 19 21 +2 (+8.9%)

修正 ▲ 176 ▲ 231 -55 0 ▲ 3 -3

計 146 193 +47 (+32.4%) 44 38 -6 (-14.6%)

売上高 営業利益

増減 増減
特記事項

商事子会社が堅調に推移し、増収増益。

航空宇宙、スポーツ、産業の各用途が好調に
推移し増収となるも、本年１月に稼働開始し
た愛媛工場増設ラインの減価償却費増の影
響等により、減益。

欧米とも航空宇宙用途、産業用途が堅調に推
移し、米国子会社のＢ７８７出荷本格化に伴う立
ち上げ費用増があるも、全体では増収増益。

＜主要子会社＞
国 内： 東レｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
海 外： ＳＯＦＩＣＡＲ（ﾌﾗﾝｽ）、ＣＦＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＣＡ（ｱﾒﾘｶ）

本セグメントでは、日米欧３拠点のグローバルオペ
レーションの規模が大きく、実態を正しく表すため
に、内部売上高の消去を外枠で記載しています。
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事業セグメント別業績（環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

東レ 16 20 +4 (+23.9%) ▲ 2 0 +3 ( - )

国内 254 309 +55 (+21.5%) ▲ 3 14 +17 ( - )

海外 2 0 -2 (-87.7%) ▲ 0 ▲ 1 -1 ( - )

修正 ▲ 1 ▲ 2 -1

計 273 329 +57 (+20.7%) ▲ 6 11 +17 ( - )

増減 増減

売上高 営業利益

特記事項

エンジニアリング子会社の工事案件が順調に進
捗するとともに、建材子会社の体質強化が進ん
だこと等を主因に、増収、利益改善。

ＲＯ膜の輸出が好調に推移したことを主因に、
増収、利益改善。営業利益は若干ながら黒字に
転換。

＜主要関係会社＞
国 内： 東レ建設、東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、東レＡＣＥ、水道機工 他
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事業セグメント別業績（ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他）

億円

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

０７年３月期
第１四半期

０８年３月期
第１四半期

東レ 18 19 +2 (+9.8%) ▲ 2 ▲ 3 -1 ( - )

国内 125 128 +3 (+2.7%) 7 8 +1 (+21.0%)

海外 7 4 -2 (-36.8%) 1 0 -0 (-23.2%)

修正 ▲ 0 3 +3

計 149 152 +3 (+1.8%) 6 9 +3 (+55.5%)

(内医薬・
医療材) 92 103 +11 (+11.6%) ▲ 0 1 +2 ( - )

特記事項

売上高 営業利益

増減 増減

医薬・医療材事業は、インターフェロン製剤の
効能追加による拡販や人工腎臓新製品の拡
販により、増収、利益改善。

＜主要関係会社＞
国 内： 東レ・ﾒﾃﾞｨｶﾙ、東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ、東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 他
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営業利益増減要因分析
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Ⅱ. ２００８年３月期中間期
業績見通し（連結）
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中間期連結業績見通し

億円

前年同期
実績

今回見通し 期初見通し

ご参考：
減価償却制
度変更前
見通し

売 上 高 7,462 7,700 +238 (+3.2%) 7,700 7,700

営 業 利 益 429 440 +11 (+2.6%) 440 460

経 常 利 益 405 400 -5 (-1.3%) 400 420

中間純利益 280 220 -60 (-21.6%) 220 230

増減

備考： 為替レートの前提は、１１５円／US＄

（注）５月９日に発表した中間期業績見通しは修正していません。
通期の業績予想につきましては、外部環境の動向を踏まえ、
必要であれば中間決算発表時に見直しを行う予定です。
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事業セグメント別中間期業績見通し

億円

前年同期
実績

今回
見通し

前年同期
実績

今回
見通し

前年同期
実績

今回
見通し

繊維 3,018 3,000 -18 (-0.6%) 95 90 -5 (-4.8%) 95 100 +5 (+5.7%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 1,846 1,900 +54 (+2.9%) 87 95 +8 (+9.6%) 87 100 +13 (+15.4%)

情報通信材料・機器 1,278 1,400 +122 (+9.6%) 145 135 -10 (-7.1%) 145 140 -5 (-3.6%)

炭素繊維複合材料 319 400 +81 (+25.4%) 88 90 +2 (+1.8%) 88 90 +2 (+1.8%)

環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 678 700 +22 (+3.2%) 1 20 +19 (+1639.1%) 1 20 +19 (+1639.1%)

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他 323 300 -23 (-7.1%) 20 20 +0 (+1.9%) 20 20 +0 (+1.9%)

(内医薬・医療材) 200 200 -0 (-0.0%) 6 5 -1 (-17.6%) 6 5 -1 (-17.6%)

消去又は全社 ▲ 7 ▲ 10 -3 ( - ) ▲ 7 ▲ 10 -3

連結 7,462 7,700 +238 (+3.2%) 429 440 +11 (+2.6%) 429 460 +31 (+7.2%)

ご参考：減価償却制度変更前

増減

営業利益

増減 増減

営業利益
売上高
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本資料中の２００８年３月期中間期
の業績見通し及び事業計画につい
ての記述は、現時点における将来の
経済環境予想等の仮定に基づいて
います。

本資料において当社の将来の業績
を保証するものではありません。


